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１ 繰り返される春 

毎年、保護者の元に「就学通知」が届き４月の入学式を迎えます。今回の教育基本法等々 

改正で子ども達が当たり前に地域で普通学校に就学できる保障は担保できただろうか。改 

正教育基本法（教育の機会均等）下記に新たに２項追文されました。読者の皆さんはこの 

追文を読まれて障害児も普通教育の保障がされたと思われるでしょう。 

第四条 すべて国民は、ひとしく、その能力に応じた教育を受ける機会を与えられなけれ 

ばならず、人種、信条、性別、社会的身分、経済的地位又は門地によって、教育上差別さ 

れない。 

２ 国及び地方公共団体は、障害のある者が、その障害の状態に応じ、十分な教育を受けら 

れるよう、教育上必要な支援を講じなければならない。 

しかし、果たしてそうなのでしょうか。特別支援学校教育の実施に伴い、その位置付け 

にしたものに過ぎない。では、学校教育法、学校教育法施行令の位置付けは文言の変化は 

あれ改正前と変わりのない内容です。 

学校教育法施行令の第五条（入学期日等の通知、学校の指定）に、市町村の教育委員会 

は次年度小学校や中学校に入学予定の者に「就学通知」を出さなければならないとありま 

す。「就学通知」が出される対象者、地域の普通学校に就学が認められうる子どもたちが、 

以下のように規定されています。 

① 就学予定者のうち、視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者（身 

体虚弱者を含む。）で、その障害が、第二十二条の三の表に規定する程度（別表参照）のも 

の（以下「視覚障害者等」という。）以外の者。 

② 視覚障害者等のうち、市町村の教育委員会が、その者の障害の状態に照らして、当該市 

町村の設置する小学校又は中学校において適切な教育を受けることができる特別の事情が 

あると認める者（以下「認定就学者」という。） 

保護者が第五条の規定に不服がある。つまり、子どもを当たり前に地域で普通学校に就 

学できる様に市町村教育委員会に申し出る機会があります。 

施行令第十八条の二 市町村の教育委員会は、翌学年の初めから認定就学者として小学校 

に就学させるべき者又は特別支援学校の小学部に就学させるべき者について、第五条（第 

六条第一号において準用する場合を含む。）又は第十一条第一項（第十一条の三において準 

用する場合を含む。）の通知をしようとするときは、その保護者及び教育学、医学、心理学 

その他の障害のある児童生徒等の就学に関する専門的知識を有する者の意見を聴くものと 

する。 

市町村就学指導委員会の実態は保護者の意見の表明に際し、選択の余地がないような一



面的情報提供や、誘導的説得による指導が行なわれ子ども達が障害を理由として、一般教 

育制度から排除されているのが現状です。 

私的観点として 

ここで押さえたい最低限の第四条の各項文言を修正したらどうだろうか。これは憲法で 

の障害が付記されていない点です。当時では障害を想定していない、しかし、憲法施行６０ 

年の現代において障害は特別な隠された位置ではない。憲法改正を施さなくても改正教育 

基本法にて規定できたのではないだろうか。 

第四条の各項の文言を修正してみよう。１項に障害を追記する。２項でその障害の状態 

に応じを削除する。 

また、教育上必要な支援ではなくこの条項の一部を修正すれば一定の基準が視えてきま 

す。他の関連法の改正をすれば時間が掛かっても実施すべきでだと考慮します。 

当然、規定で出来ない事由が改正教育基本法の根拠が（教育の目的） のにあります。 

第一条には心身ともに健康な国民の育成を期しての文言があります。この心身ともに健 

康な国民の意図的な教育観については、わが国の歴史的な優生論的思想が根底に流れてい 

るのでしょう。 

第一条 教育は、人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及び社会の形成者として必要 

な資質を備えた心身ともに健康な国民の育成を期して行われなければならない。 

次回は障害者権利条約第２４条「教育」の視点から。


